
公立・公的医療機関等における具体的対応方針の検証について 

○ 2017～2018年度の２年間を集中的な検討期間とし、公立・公的医療機関等においては地域の民間医療機関で 
 は担うことのできない医療機能に重点化するよう医療機能を見直し、これを達成するための再編統合の議論を 
 進めるように要請 
○ 2018年度末までに全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針が地域医療構想調整会議で合意され  
 るよう取組を推進 
○ 今後、2019年年央までに、全ての医療機関の診療実績データを完了し、「代替可能性がある」または「診療 
 実績が少ない」と位置付けられた公立・公的医療機関等に対して、構想区域の医療機関の診療実績や将来の医 
 療需要の動向等を踏まえつつ、医師の働き方改革の方向性も加味して、当該医療機能の他の医療機関への統合 
 や他の病院との再編統合について、地域医療構想調整会議で協議し改めて合意を得るように要請する予定。 
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